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滋賀県特定(産業別)最低賃金の改正決定について 

    4 業種について 18 円～22 円引上げを決定     

 

  

 

 

 

 

滋賀労働局長（待鳥
まつとり

 浩二
こ う じ

）は、令和 3 年 10 月 29 日に滋賀地方最低賃金審議会

（会長 平井
ひ ら い

 建志
た て し

）から４業種の滋賀県特定(産業別)最低賃金の改正決定につい

ての答申を受け、滋賀県特定(産業別)最低賃金を現行額から 18 円～22 円引き上げ

る改正決定を行い、本日（11 月 30 日）官報に公示しました。効力発生の日は、令

和 3 年 12 月 30 日となります。 

なお、滋賀県の最低賃金は、すべての労働者に適用される「滋賀県最低賃金（地

域別最低賃金）」と今回改正される特定の業種に適用される「滋賀県特定（産業別）

最低賃金」があり、「滋賀県最低賃金（地域別最低賃金）」は、本年 10 月１日より

時間額 896 円に改正されています。 

 

 
 

担 
 

当 

滋賀労働局 労働基準部 賃金室 

賃金室長   綿貫 晶雄 

室長補佐   神崎 秀樹 

(電話) 077－522－6654 

滋賀県特定(産業別)最低賃金が現行額か

ら 18 円～22 円の引上げとなり、令和 3

年 12 月 30 日から適用となります。 

 



別 紙 

 

特定(産業別)最低賃金（件名） 
現行最低賃金 

（時間額） 

改正最低賃金 

（時間額） 
引上額 引上率 

滋賀県ガラス・同製品、セメント・同製品、衛生陶器、炭素・黒鉛製品、炭

素繊維製造業最低賃金 

（窯業・土石製品製造業最低賃金） 

９２４円 ９４２円 １８円 １．９５％ 

滋賀県はん用機械器具、生産用機械器具、業務用機械器具製造業最低賃金 

（一般機械器具製造業最低賃金） 
９３３円 ９５３円 ２０円 ２．１４％ 

滋賀県計量器・測定器・分析機器・試験機、光学機械器具・レンズ、電子部

品・デバイス・電子回路、電気機械器具、情報通信機械器具製造業最低賃金 

（精密・電気機械器具製造業最低賃金） 

９１７円 ９３９円 ２２円 ２．４０％ 

滋賀県自動車・同附属品製造業最低賃金 ９３６円 ９５７円 ２１円 ２．２４％ 

  （  ）内は略称 
 

 

 

 

 



【参 考】 

 

１．滋 賀 県 特 定 (産 業別 )最 低 賃 金 の 推移 

（時間額） 

特定(産業別)最低賃金件名 
平成 29 年度 

(H29.12.29 発効) 

平成 30 年度 

(H30.12.29 発効) 

令和元年度 

(R1.12.29 発効) 

令和 2 年度 

(R2.12.31 発効) 

令和 3 年度 

(R3.12.30 発効) 

滋賀県ガラス・同製品、セメント・同
製品、衛生陶器、炭素・黒鉛製品、炭
素繊維製造業最低賃金 

888 円 905 円 922 円 924 円 ９４２円 

滋賀県はん用機械器具、生産用機械器
具、業務用機械器具製造業最低賃金 891 円 910 円 930 円 933 円 ９５３円 

滋賀県計量器・測定器・分析機器・試
験機、光学機械器具・レンズ、電子部
品・デバイス・電子回路、電気機械器
具、情報通信機械器具製造業最低賃金 

875 円 894 円 914 円 917 円 ９３９円 

滋賀県自動車・同附属品製造業最低賃
金 896 円 914 円 934 円 936 円 ９５７円 

 



 

２ 最低賃金制度とは 

最低賃金法(昭和 34 年法律第 137 号)に基づき、国が賃金の最低限度を定め、使

用者はその最低賃金額以上の賃金を労働者に支払わなければならないとする制度

です。 

仮に、最低賃金額より低い賃金を労使合意の上で定めても、それは法律により

無効とされ、最低賃金額と同額の定めをしたものとみなされます。 

最低賃金には、産業にかかわりなく地域内のすべての労働者に適用される都道

府県別の「地域別最低賃金」と特定の産業に働く労働者に適用される「特定(産業

別)最低賃金」の２種類があります。 

①  地域別最低賃金 

産業や職種にかかわりなく、すべての労働者とその使用者に対して適用

される最低賃金として、あまねく地域ごとに定めることとされ、都道府県

ごとに「○○県最低賃金」の名称で全部で 47 件の最低賃金が定められてい

ます。 

②  特定（産業別）最低賃金 

特定の産業について、関係労使が基幹的労働者を対象として、地域別最

低賃金より賃金水準の高い最低賃金を定めることが必要と認められるもの

について設定されており、「○○県○○業最低賃金」の名称で全国で 227 件

（令和３年３月末現在）の最低賃金が定められています。 

 

 

 

 

  



３ 特定（産業別）最低賃金の決定の仕組み 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                          効力発生 

 

必要性諮問 

意見書提出 
の公示 

必要性 
審議 

決定等の申出 

関係労使の意見聴取 

必要性の 
答申 

諮   問 

決    定 

決定の公示 

意見書の提出 

答申 

調査 

審議 

 
関係労使の意見聴取 

答申要旨の公示 

異議の申出 
審議会 
の意見 

（１５日間） 

（※官報に掲載） 

決定又は改正の場合 
（※30 日経過後又はそれ以後の指定する日） 
廃止の場合 
（※公示の日又はそれ以後の指定する日） 

 

 

・・・都道府県労働局長が行う事項 

・・・最低賃金審議会が行う事項 

・・・労働者又は使用者が行う事項 


